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自衛隊の災害派遣に関する実態調査－自然災害への対応を中心として－の結果（概要） 総務省

調査の背景
通知日：令和4年3月4日 通知先：内閣府、防衛省

○ 自衛隊の災害派遣活動人員数の推移

(注) 防衛省の資料に基づき当省で作成

◇ 毎年のように全国各地で自然災害が発生する中、自衛隊は人命救助や避難所における
生活支援等において大きな役割を果たしている

◇ 一方、過去の大規模な自然災害に係る国や地方公共団体の検証結果では、自衛隊と

関係機関との連携などに関する課題が指摘

◇ 本調査は、過去の大規模な自然災害発生時における自衛隊と地方公共団体の連携
の実態や課題等を把握し、これらの情報を地方公共団体と共有することにより、被災者に

対する迅速な支援の実現に資することを目的として実施

【調査対象機関等】内閣府、防衛省、総務省、都道府県（11）、市町村（51）（このほか148市町村を対象に書面調査）、関係団体等 【実施時期】令和3年4月～4年3月

主な調査結果

Ⅰ 災害派遣要請時の連携状況

【課題】 災害時に自衛隊の災害派遣要請を求めた78市町村の約3割（26市町村）で、
「自衛隊の災害派遣の判断基準の解釈」などに難しさを感じている

【対応】 市町村の防災担当職員に対して自衛隊の災害派遣の枠組みを説明する場を
設けた都道府県や、自衛隊等の連絡員の派遣依頼を想定した災害時のタイムライン
を作成している市町村あり

Ⅱ 災害派遣活動時の連携状況

【課題】 災害時に、想定していた自衛隊の活動拠点が他の用途と競合等の理由で
使用できず、代替拠点の確保に苦労したとする市町村意見あり

【対応】 他の支援機関と活動拠点が重複する場合を想定して、自衛隊の活動拠点を
決めている市町村あり

Ⅲ 撤収時の連携状況

【課題】 自衛隊の撤収時期の検討に当たり、地方公共団体から被害の復旧状況等の
情報が提供されない例があったとする自衛隊意見あり

【対応】 管内の被害の復旧状況や今後の活動見込み（撤収の目安）等について、関係
機関で情報共有や調整を行い、円滑な撤収に取り組んでいる例あり

今後に向けた取組

地方公共団体においては、以下に取り組む
ことが重要
① 災害派遣要請を円滑に行うため、
ⅰ） 市町村の認識・理解の向上
ⅱ） 早期に自衛隊と相談するための準備

② 自衛隊等の支援を円滑に受け入れるた
め、支援機関の活動拠点の選定等必要
な準備

③ 自衛隊が派遣された際には、円滑な撤
収のため、自衛隊と被害の復旧状況等の
情報や活動期間の見通しを共有

上記取組が推進されるよう、関係府省に
下を要請
① 本調査で得られた災害時の課題やそ
対応に向けた取組の地方公共団体へ
周知（内閣府）

② 地方公共団体の取組に対する必要な協
力（防衛省） 1



Ⅰ 災害派遣要請時の連携状況

、
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制度の概要

(注) 当省の調査結果による

◇ 都道府県知事等は、市町村及び都道府県の災害対応能力を活用しても対応できず、人命又は財産の保護のため必要があると認める

場合、自衛隊法に基づき部隊等の派遣を防衛大臣等に要請できる

◇ また、市町村長は、災害対策基本法に基づき、都道府県知事に対し、自衛隊の災害派遣の要請を要求できる

◇ 自衛隊の災害派遣については、①緊急性（状況からみて差し迫った必要性があること）、②公共性（公共の秩序を維持する観点におい

て妥当性があること）、③非代替性（自衛隊の部隊等が派遣される以外に適切な手段がないこと）を総合的に勘案して判断

主な調査結果

自衛隊の派遣要請を求めた市町村の認識等

● 都道府県知事に、自衛隊の災害派遣要請を求

めた78市町村の約3割が、要求に当たり難しさを

感じている

● 市町村からは、自衛隊の連絡員が派遣されな

かったため、どの程度の被害であれば災害派遣

要請が可能なのか判断できず、迅速な災害派遣

要請の要求ができなかった等の意見あり

● 都道府県からも、自衛隊以外の方法で対応可

能と考えられるケースで災害派遣を求められた

など、派遣要請に係る市町村との調整が難し

かったとする意見あり

課題への対応

○ 都道府県において、市町村防災担当職

員の自衛隊の災害派遣に関する認識・理

解の向上に向けた取組例あり

・ 毎年実施する都道府県、市町村及び関

係機関が参加する会議等において、自衛

隊の災害派遣の枠組みについて説明

・ 説明は、都道府県の防災担当職員のほ

か自衛隊隊員が担当している例あり

○ 市町村において、災害時の自衛隊との

連絡体制の早期確保に向けた取組例あり

・ 警察、消防、自衛隊等の関係機関連絡員

の派遣依頼を想定した災害時のタイムライ

ンを作成

・ 当該タイムラインを関係機関で共有

今後に向けた取組

○ 都道府県においては、会

議等の機会を通じて、市町

村における自衛隊の災害

派遣に関する認識・理解の

向上を図ること

○ 市町村においては、自衛

隊連絡員の派遣を想定した

タイムラインの作成等により

必要な支援や自衛隊派遣

の可否等について、早期に

自衛隊と相談できるよう準

備を進めること
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制度の概要

◇ 大規模災害が発生した際には、警察、消防、自衛隊等様々な支援機関が現地に入り、それぞれが支援活動を実施

◇ 防災基本計画では、地方公共団体は、災害時に各機関から円滑に応援を受けられるよう支援機関の活動拠点や資機材等の集積・輸送

体制等について、必要な準備を整えるよう規定

主な調査結果

自衛隊の支援活動実施に当たっての課題

● 調査した市町村からは、

① 想定していた自衛隊の活動拠点候補地が災

害時に使用できなかった

② 自衛隊に提供を求められた資材の調達に苦

労した

などの意見あり

自衛隊の支援活動に向けた市町村の備え

● 実地調査した51市町村の地域防災計画等にお

いて、①自衛隊の活動拠点、②支援活動に必要

な資機材等に関する規定状況をみると、

① 自衛隊の活動拠点を具体的に明示している

ものは20市町村

② 確保すべき資機材の内容や量等を具体的に

明示しているものは1市町村

課題への対応

○ 地域防災計画等において、自衛隊の活

動拠点を決めている市町村あり

・ 大規模な被害が生じた場合に、自衛隊と

消防で活動拠点が重複する場合を想定し

て、複数の活動拠点を設定

○ 災害時に必要な資機材を速やかに準備

できるよう、

① 過去の災害時に必要となった消耗品

について、所有する事業者のリストアップ

② 地域防災計画等において、自衛隊の

救援活動に当たり、市町村で準備すべき

資機材等の具体的な明示

などに取り組んでいる市町村あり

今後に向けた取組

○ 市町村においては、大規

模災害時には自衛隊が派

遣されることを想定し、都道

府県及び自衛隊の協力を

得つつ、支援機関の活動拠

点の選定等必要な準備を

進めるとともに、その情報を

関係機関と共有すること



Ⅲ 撤収時の連携状況

○ 都道府県及び市町村に
おいては、自衛隊が派遣さ
れた際は、自衛隊と被害の
復旧状況等の情報や活動
期間の見通しについて共
有すること

○ 民間事業者等との災害
時応援協定の締結など、平
素から自衛隊による支援以
外の支援方策について検
討すること

● 一部の自衛隊から、自衛隊の撤収の検討に当
たり、被害の復旧状況や支援の利用状況等の

地方公共団体との情報共有に課題があったとす
る意見あり

● 自衛隊の支援を受けた87市町村における支援
内容ごとの平均活動期間をみると、給食支援

（20.2日）が最も長く、次いで入浴支援（16.2日）

● 調査した地方公共団体における給食（食料）
支援及び入浴支援に関する民間事業者等との

災害時応援協定の締結状況をみると、給食支援
の締結率は高いが、入浴支援の締結率は低調

今後に向けた取組

自衛隊の撤収に当たっての課題
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主な調査結果

◇ 派遣された自衛隊の撤収について、自衛隊の災害派遣に関する訓令では、都道府県知事等から撤収の要請があった場合又は派遣の

必要がなくなったと認める場合に撤収を行う旨規定

◇ 都道府県知事等からの撤収の要請は、基本的には、自衛隊及び地方公共団体において、派遣要請時からの状況の変化（被害の復旧

状況や被災者による支援の利用状況等）を踏まえ、三要件（緊急性、公共性、非代替性）への該当性を勘案しつつ、撤収時期を調整した

後に行われている

制度の概要

○ 都道府県及び市町村において、自衛隊
の撤収に向けて関係機関で情報共有等が

行われた例あり
・ 県で自衛隊連絡員の報告を基にした今

後の活動見込み（撤収時期の目安）を作成
し、自衛隊及び市で認識を共有

・ 市と自衛隊との間で入浴支援の利用者
数や民間入浴施設の開設状況について情

報共有 等

○ 災害時の被災者への入浴支援に関する
課題等を踏まえ、

① 新たに入浴支援に関する協定を締結
② 市町村で入浴設備の購入

などに取り組んでいる市町村あり

課題への対応

長期化する支援内容に対する地方公共団体の備え

(注) 当省の調査結果による




